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○ 諸外国（米、英、独、仏、豪）では、法令に基づき、法執行機関による遠隔解析に類する措置
（端末からの直接の情報取得）が認められている。

○ 国によって、制度設計は様々であり、刑事手続と行政手続に大別される。

概要

国 根拠法令 特徴

アメリカ
連邦刑事訴訟規則
Federal Rules of Criminal 
Procedure

一定の犯罪の捜査のための刑事手続

イギリス 調査権限法 第５部
Investigatory Powers Act 2016 一定の犯罪の予防のための行政手続

ドイツ

刑事訴訟法
Strafprozessordnung – StPO 一定の犯罪の捜査のための刑事手続

バイエルン州警察法
Polizeiaufgabengesetz – PAG 重要な法益等に対する危険防止のための行政手続

フランス 刑事訴訟法
Code de procédure pénale 一定の犯罪の捜査のための刑事手続

オーストラリア 監視機器法
Surveillance Devices Act 2004 一定の犯罪の捜査のための刑事手続

主要国における法的措置

諸外国における類似制度の概要



英・独における類似制度の概要

１ 全体像

英国 ドイツ

根拠法令
調査権限法 第５部

（IPA 2016）

連邦法 州法

刑事訴訟法 第100b条
（StPO）

（例）
バイエルン州警察法 第45条

（PAG）

制度概要

○ 法執行機関等による調査・捜
査の権限を規律

○ 特定機器干渉等の要件・手続
を規定

○ 国家安全保障及び重大犯罪対策
が目的

○ 令状は国務大臣、各機関の長
が発付し、司法委員の承認を得
て各機関が実施

○ 刑事事件の捜査・公判等の
刑事手続を規律

○ オンライン捜索等の強制処
分の要件・手続を規定

○ 犯罪の訴追及び刑罰権の適
正な実現が目的

○ 検察官の請求に基づいて裁
判官が命令を発付し、警察が
実施

○ バイエルン州警察の権限及
び職務執行を規律

○ オンライン捜索等の危険防
止措置の要件・手続を規定

○ 公共の安全、秩序の維持及
び危険の防止が目的

○ 警察の請求に基づいて裁判
官が命令を発付し、警察が実施



英国 ドイツ

根拠法令
調査権限法

（IPA 2016）

連邦法 州法

刑事訴訟法
（StPO）

バイエルン州警察職務法
（PAG）

必要性
必要（necessity）がある
場合

他の方法では見込みがな
く又は著しく困難な場合

他の方法では見込みがな
く又は著しく困難な場合

比例性 比例原則あり 比例原則あり 比例原則あり

補充性
他の手段では目的を達成で
きない場合

他の方法では見込みがな
く又は著しく困難な場合

他の方法では見込みがな
く又は著しく困難な場合

対象犯罪等 重大な犯罪等 特に重大な犯罪 危険又は差し迫った危険

２ 措置の要件

英・独における類似制度の概要



英国 ドイツ

根拠法令
調査権限法

（IPA 2016）

連邦法 州法

刑事訴訟法
（StPO）

バイエルン州警察職務法
（PAG）

申請者 法執行機関等 検察官 警察

発付権者 司法委員 裁判所 裁判所

特徴
司法的機能を有する
行政委員による審査

純粋な司法審査 純粋な司法審査

３ 事前の司法審査

英・独における類似制度の概要



英国 ドイツ

根拠法令
調査権限法

（IPA 2016）

連邦法 州法

刑事訴訟法
（StPO）

バイエルン州警察職務法
（PAG）

事後通知制度
原則なし

通知主体 ― 検察官又は裁判所 警察

通知対象 ― 被処分者 被処分者

通知時期 ― 捜査目的を害しなくなった後
危険防止上の支障がなく
なった後

通知猶予・延期 ―
捜査目的を害する間は延期
可能

公共の安全等への支障が
ある間は延期可能

通知免除 ― 法定要件を満たす場合 法定要件を満たす場合

４ 事後通知

英・独における類似制度の概要



英国 ドイツ

根拠法令
調査権限法

（IPA 2016）

連邦法 州法

刑事訴訟法
（StPO）

バイエルン州警察職務法
（PAG）

事後検証制度
事後検証手続の規定なし 事後検証手続の規定なし

検証実施機関 調査権限監察官（IPC） 連邦データ保護監察官 州データ保護監察官

検証方法 査察、監査、年次監査 ― ―

５ 事後の適正性検証プロセス

英・独における類似制度の概要


